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「小城市立保育所の民営化について」の実施計画の見直しに伴う「小城市公立保育園・幼

稚園の再編計画」の策定について 

 

 

１．はじめに 

公立保育園の民営化については、平成20年12月に「小城市立保育所の民営化について」

の実施計画を策定し、その計画に沿って順次推進することとなった。そして、平成23年4

月に最初の対象であった牛津保育園を学校法人経営による「認定こども園こどもの森」へ

と民営化した。 

しかしながら、当時の国の子育て支援政策が急展開をみせ、2番目の対象であった小城保

育園の民営化については、政策の長期的展望が見通せない状況となった。また、同園の敷

地の一部が民地となっており、問題の解決には相当の時間が必要とされることから現在、

計画は中断している。 

国の子育て支援政策も社会情勢の変化とともに平成20年当時と比べると現在の政策の方

向性は大きく異なることから、幼児教育審議会の答申を鑑み、平成20年12月策定の「小城

市保育所の民営化について」の実施計画について見直すとともに、今後の民営化について

は、保育園のみではなく公立幼稚園も含めた総合的な民営化の実施計画として再検討を行

い、新たに再編計画を策定する。 

 

 

２．実施計画（平成20年1２月策定）の現状 

平成20年12月に策定された「小城市立保育所の民営化について」では、平成23年度から

平成30年度までに全ての公立保育園の民営化を年次的に実施する計画となっていた。 

  

年 度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

施設名 

築年 

牛津保 

S45築 

小城保 

Ｓ52築  

岩松保

Ｓ59築  

三里保 

Ｓ55築  

砥川保 

H２築 

現在の状況 
民営化

完了 
中断       

 

 

３．実施計画策定後（平成 20年 1２月策定）の課題 

 

（1）小城保育園以降の民営化計画の中断について 

 平成22年国の子ども・子育て新システム検討会議が開催された中で、これまでの保育園・

幼稚園のあり方を大きく変える幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的な

システムの構築について発表があり、これからの長期的展望が見通せなくなった。そのた

め、やむを得ず保育園の民営化計画を中断した。 
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（2）幼児教育審議会からの答申について 

小城保育園以降の民営化計画を中断したため、今後の子育て政策の方向性が必要となっ

たことから、平成23年9月に「子ども・子育て新システムに伴う目指すべき幼保一体化の方

向」及び「公立保育園・幼稚園の役割と施設の適正配置」について、幼児教育審議会へ諮

問し、平成24年11月に答申をいただいた。 

 

（3）小城保育園の用地に係る課題について 

小城保育園の敷地の一部が民地となっており、所有権の相続、境界未定等の問題もある

ため、早急な解決が難しく年次計画の見直しが必要である。 

 

（4）公立幼稚園の位置づけについて 

公立幼稚園の老朽化や正規職員の比率低下が進む中、国の政策は幼保一体化の流れにあ

るため、公立幼稚園の位置づけを整理する必要性がある。 

 

 

４．今後の展開 

(1)実施計画（平成20年12月策定）の再編 

平成24年11月の小城市幼児教育審議会からの答申や国の幼保一体化への流れを踏まえ、

「小城市保育・幼児教育施設のあり方に関する庁内検討会」での協議内容を基に公立幼稚

園を含めた今後の公立保育園・幼稚園の再編計画を策定する。 

 

(2)平成26年度以降の取組み 

子育て家庭の保育園での保育ニーズの高まりもあり、公立の保育園・幼稚園の園舎の中

で老朽化の著しい芦刈幼稚園（昭和47年築）を平成29年度に民間事業者への移管を目指す。

次に岩松保育園（昭和59年築）を平成30年度に民間事業者への移管を目指す。その他の5

園の今後の取り組みについては、「子ども・子育て会議」の意見を聞きながら随時進めて

いく。 

 

(3)移管方法 

 「小城市立保育所の民営化計画」の見直しによる「小城市公立保育園・幼稚園の再編計

画」の策定に伴い、平成20年12月に策定した「小城市保育園民営化ガイドライン」につい

ても見直しを行い民営化への移管方法については、そのガイドラインに基づき行う。 

子どもや保護者が急な環境変化を出来る限り感じないように配慮しつつ、民間移管後も

継続的な支援(見守り)を行うこととし、移管先については社会福祉法人や学校法人による

一般公募を基本とするが、「子ども・子育て支援事業計画」を進めていく中で、教育・保

育のサービス量の確保や地域事情などの子育て施策の関わりを考慮して進めていく。 
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５．小城市公立保育園・幼稚園の再編計画 

再編計画 

 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

新子育て計画 

(5ケ年計画) 

 

計画策定 

 
    

芦刈幼稚園 
 

 
  

 
  

岩松保育園   
 

 
 

 

三里保育園 
 

 
 

 

 
 

 
 

砥川保育園 
 

 
  

 

 

 
 

小城保育園       

晴田幼稚園 
 

 
     

三日月幼稚園 
 

 
   

 

 
 

凡例 民間移管準備:        委託・移管開始:         

 

 

公立の認定

こども園整

備又は民間

移管 

 

三里保育園以降、５園の今後については、「子ど

も・子育て支援事業計画」を進めていく中で子育

て施策の関わりなどを考慮して「子ども・子育て

会議」の意見を聞きながら平成２９年度を目標に

計画策定を進めていく。 
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小城市立保育園・幼稚園の民営化ガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年８月 
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１．ガイドラインの目的   

小城市において「小城市立保育園民営化計画」を策定し、民営化の実施における基本的

な指針として、小城市教育委員会で平成20年12月に策定した「小城市保育園民営化ガイド

ライン」は、現代社会において少子高齢化、核家族化の現象や女性の社会進出が顕著とな

っており、保育サービスに求められる保護者のニーズも多様化してきています。その一方

小城市全般における厳しい行財政状況を踏まえて、事務・事業の見直しによる経費削減、

民間委託の推進や地域協働を推進するなかで、保育需要への適切な対応や多様な保育サー

ビスの提供と効率的な行財政運営の両立を図るとともに市立保育園民営化を実施すること

を目的とします。 

 

今回、「小城市立保育園民営化計画」が見直しにより「小城市公立保育園・幼稚園の再

編計画」となり「小城市保育園民営化ガイドライン」も見直すものです。 

公立保育園・幼稚園の民営化については、保育・教育を継続しながら運営を引き継ぐこ

とから、子どもへの影響が少なく円滑な引継ぎを行うとともに、今後、このガイドライン

が公立保育園・幼稚園の民営化において基本的な位置付けとなりますが、子育て制度等の

変革や社会情勢の動向により、適宜見直しを図るものとします。  
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２．保育園・幼稚園民営化ガイドライン  

（１） 保育園・幼稚園民営化の実施にあたっての基本的な考え方  

 

民営化にあたっては、保護者との信頼関係を基本とし、子どもの最善の利益が得られ

るよう、次の基本的な考え方のもとに進めます。  

 

Ⅰ 保育・教育の質を確保し、サービスの向上が図られるよう優良な法人を公募により選

定を基本とするが、「子ども・子育て支援事業計画」進めていく中で、保育・教育の量の

確保等及び子育て施策の関わりなどを考慮して進めてまいります。 

また、移管先法人には経験のある保育士・幼稚園教諭等の確保や、第三者評価の受審

を義務付ける等、民営化後の保育・教育について質の確保及び向上を図ります。 

 

Ⅱ 民営化の目的や実施内容について十分な情報提供を行います。   

民営化にあたっては、保護者との話し合いを基本に、保護者の意見や要望に配慮しま

す。  

 

Ⅲ 民営化対象施設の保護者には、保護者説明会のほか、個別相談を実施します。 

移管先法人決定後は、保護者、移管先法人、及び市による三者協議会を開催し、民営

化に伴う諸事項について協議し、三者の合意形成を図ります。 

  

Ⅳ 子どもへの影響に配慮し、十分な引継ぎ及び民営化後の支援を行います。  

市と移管先法人による共同保育及び引継ぎ保育を実施し、保育・教育内容及び個々の

子どもの特性を踏まえた発達の援助について段階的に引き継ぎます。 

 

（２）民営化の方式  

市では、民間事業者が自身の判断で柔軟に保育・教育ニーズに対応できるようにする

ため、設置主体を含めて民間に移行する完全民営化とします。  

なお、移管先法人は、当該施設の児童の利用定員や保育・教育について従前内容を引

き継ぐこととし、原則「保育園」又は「幼稚園」の民間移管とします。 

ただし、保育・教育を一体的に実施する場合は「認定こども園」として民間移管でき

るものとします。 
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（３）民営化対象施設  

民営化対象施設は、「小城市公立保育園・幼稚園の再編計画」によるものとします。  

 

（４）運営主体  

運営主体は、自ら保育園、幼稚園、及び認定こども園を運営している法人とします。  

 

（５）法人の選定  

移管先となる社会福祉法人及び学校法人は、選考委員会が書類審査、面接等を経て選

考し、市長に報告し決定します。  

 

（６）財産  

①土地 原則無償貸与とします。  

②建物 無償譲渡とします。  

③備品 原則無償で譲渡とします。  

  

（７）市内の保育・幼児教育施設、小学校や地域との連携 

市内の公立私立を問わず保育園、幼稚園、認定こども園、認可外保育施設、小学校、

及び地域との連携を図り、移管先法人は、市が実施する研修等への出席に配慮すること

とします。  

 

（８）民営化の諸条件  

移管先法人には国の定める最低基準や市の基準等に加え、民営化にあたっては以下の

諸条件を付する。  

保育園・幼稚園・認定こども園は、次の内容を最低条件として実施すること。  

 

民営化 

３か月 ９か月 
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① 保育所保育指針、幼稚園教育要領、及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領に

準拠 すること。 

② 民営化対象施設の定員構成の継承。  

③ 民営化対象施設の受け入れ年齢の継承。 

④ 障がい児保育、特別支援教育の実施。 

⑤ 利用負担を保護者に求める場合は、市に相談すること。  

⑥ 苦情処理の仕組みの整備。 

（苦情解決責任者、苦情受付担当者、及び第三者委員の設置） 

⑦ 完全給食の提供。 

⑧ アレルギー対応食の提供。 

⑨ 保育園については延長保育及び一時保育等の特別保育事業の実施。 

⑩ 保育所設置基準、幼稚園設置基準、及び認定こども園設置基準に準拠すること。 

ア 職員数  

国基準の児童数に応じた職員配置基準を準拠しながらも、障がい児保育等に配慮した

職員等を確保すること。  

イ 経験者の確保  

施設長については、保育・教育の経験１５年以上の経験年数を有すること。  

※ 保育士及び幼稚園教諭については、経験５年以上の者を、１/３以上配置すること。  

 

⑪ 共同保育  

移管前は３か月間の共同保育期間において、市が指定する移管先法人の職員（施設

長、保育士、幼稚園教諭等）を配置すること。 

 

⑫ 引継ぎ保育 

移管後は９か月間の引継ぎ保育期間において、当該施設において市職員を配置する

こと。 

 

⑬ 勤務の継続 

共同保育に参加した移管先法人職員は、民営化後も継続して当該施設に従事するこ

と。 

 

⑭ 第三者評価の受審 

民営化後の園運営における課題を把握し、質の向上へ向けて取り組むための支援を

目的とした第三者評価機関の福祉サービス第三者評価を受審すること。 

⑮ 三者協議会 

移管先法人決定後、保護者、移管先法人、及び市からなる三者協議会を設置し、民

営化に伴う諸事項について協議し合意形成を図ること。  

なお、民営化後も当分の間、当該協議会を存続すること。 
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  移管先法人決定後、保護者、移管先法人、及び市からなる三者協議会を設置し、民営

化に伴う諸事項について協議し合意形成を図ること。  

なお、民営化後も当分の間、当該協議会を存続すること。  

 

（９）保護者説明  

民営化対象園の保護者の不安解消を図るため、保護者説明会と個別相談を実施します。

この他、必要に応じた保護者説明会や個別相談を随時実施するとともに、民営化の準備、

進行にあわせ適宜、話し合いや情報提供を行います。 

  

保育見学会  

保護者に対し、引継ぎ期間の保育状況の見学や、移管先法人から話を聞く機会を設

けます。 

  

（10）共同保育及び引継ぎ保育 

①共同保育及び引継ぎ保育のねらい  

民営化に伴う環境の変化により子どもに負担を与えないよう、当該施設の保育・教

育内容を継承するとともに、共同保育に参加することにより民営化前から子どもと移

管先法人保育士及び幼稚園教諭との信頼関係を築きます。また、民営化後に引継ぎ保

育を実施することにより、保育・教育にあたりながら子どもの安定を図るとともに、

さまざまな助言を移管先法人の保育士及び幼稚園教諭に行います。  

 

②期間  

期間は１２か月間とします。  

このうち、３か月間を共同保育期間とし、残りの９か月間は引継ぎ保育期間としま

す。 

 

③方法  

ア共同保育  

民営化前の当該施設に市が指定する移管先法人職員を配置し共同保育を実施し、移

管先法人の保育士等が、現在行われている保育を知るとともに、子どもとの信頼関係

を築きます。  

イ引継ぎ保育 

民営化前の施設職員の配置  

民営化前の公立保育園又は幼稚園２名（主任保育士等）を９か月間配置し、保育・

教育にあたりながら子どもの安定を図るとともに、さまざまな助言を移管先法人の保

育士及び幼稚園教諭に行います。 
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（11）民営化後の支援  

市職員が、民営化された施設の依頼により園訪問し、保育・教育を専門的な立場か

ら支え、保護者からの相談に応じるとともに、保育・教育の場に参加し、経験を活か

した助言を行います。  

 

（12）課題解決  

民営化に伴い生じた課題については、市が三者協議会を通して解決に向けて必要な調

整を行います。  

 

（13）相談窓口  

こども課が窓口となって、民営化に伴うさまざまな課題及び問題に対して保護者から

の相談を受けます。 

  

（14）ガイドラインの履行  

市は移管先法人による保育・教育内容を適宜確認するとともに、必要に応じて協議や

調査を行うなど、ガイドラインの適切な履行のため、必要な改善及び指導を行います。 

 


